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平成２２年７月

「とくしま未来創造プラン」の
取組みについて

資料１

Ⅰ 聖域なき財政
構造改革の推進

Ⅴ 能率の高い
職場環境づくり

Ⅳ 開かれた
県政づくり

Ⅱ スピードと成果重視の
経営体づくり

Ⅵ 飛躍する能力

発揮の場づくり

Ⅲ 公共空間の
担い手づくり

県民サービスの更なる充実へ

今年度は「総仕上げ」の年

重点６項目の全てについて

取組みを加速

「とくしま未来創造プラン」
とくしまの「さらなる飛躍」に向け、県政運営を支えるとともに、

地域主権新時代を積極的にリードする「新たな県政のかたち」を構築

(推進期間：1９～２２年度までの４年間）
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「歳入対策企画員室」において対応策の検討・進捗管理

ふるさと納税 県税徴収率 受益者負担の適正化

広告事業 未収金対策

(1)重要６項目

未利用財産

〈歳入確保額〉
約９億６千万円

〈２年間の累計〉
約１５億４千万円

昨年度の実績を
上回る１０億円
超を目標

青少年センター
→「とくぎんトモニプラザ」

ネーミングライツ
県内６施設目

２ 歳入改革の推進

本県にピッタリの
ＬＥＤ広告

県庁エレベーター広告

Ⅰ 「聖域なき財政構造改革」の推進

１ 中期的な視点に立った財政改革（→資料）

○ふるさと納税 220件 約2,620万円
○使用料及び手数料の見直し 約4,200万円
○新規ネーミング・ライツや広告事業 約5,600万円
○未利用財産の売却 13件 約8億3,300万円 など

(2)昨年度の実績

☆各項目毎に対策を強化
○「ふるさと納税ＰＲロゴマーク」の活用
○個人住民税の特別徴収制度の更なる普及
○未収金対策の強化 など

(3)今年度の目標
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職員数の推移

10 15 16 17 18 19 20
教育 8,899 8,254 8,165 8,051 7,945 7,816 7,663
警察 1,725 1,762 1,765 1,780 1,814 1,853 1,837
公営企業 999 967 940 920 934 944 944
一般行政部門 3,868 3,754 3,733 3,703 3,637 3,561 3,430

合計 15,491 14,737 14,603 14,454 14,330 14,174 13,874 -1,617 -10.4%

-754 -863
-4.9% -5.9%

10 15 16 17 18 19 20 21 22
職員数 3,868 3,754 3,733 3,703 3,637 3,561 3,430 3,346 3,292
ラス 103.9 102.1 100 100.2 100.2 100.1 92.5 92.7

-135 -387
-3.5% -10.4%
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10 15 16 17 18 19 20 21 22

目標：H19.4からH23.4まで
▲３00人以上削減

（目標「▲200人以上」から100人上積み）

H19.4からH2２.4の３年間で
▲269人削減

H10からH15（５年間）
▲114人（▲23人/年）

一般行政部門職員数の推移

H17からH22(5年間)
▲411人（▲82人／年）

３ 歳出改革の推進（総人件費の抑制に向けた取組み）

更に、
給与水準（ラスパイレス指数）
H15.4  全国２２位（102.1）

加速

(1)職員数・給与費の削減 ～3,000人体制に向けて～

ラスパイレス指数の推移

職員給与の臨時的削減により
H21.4 全国４５位（92.7）
※全国最下位の水準へ
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◆「ひと」「もの」の能力を最大限に引き出す体制づくり

・ 「外部エコノミスト」を任期付き職員としての採用(H22.4)

・ 「上海事務所」に、現地経済事情に詳しいスタッフを招聘予定等

→ 政策立案能力や組織執行力を向上

◆未来に向け、新たな｢成長の芽｣を伸ばす体制づくり

・ 「総合メディカルゾーン推進担当室長」の設置(H22.4)

・ 「環境首都とくしま創造センター」の設置(H22.4)

・ 「中国・湖南省友好交流企画員室」の設置(H22.7)

・本県初の海外事務所となる｢徳島県上海事務所｣の設置

（H22.11） 等

Ⅱ 「スピードと成果重視の経営体」づくり

環境活動の総合的な支援拠点

環境首都とくしま創造センター
（エコみらいとくしま）
H22年4月オープン

総合ﾒﾃﾞｨｶﾙｿﾞｰﾝ

(2)今年度新体制整備の重点事項

発展著しい中国・上海

新県立中央病院
H23年度 完成予定

１ 時代を先取りする組織改革①

必要な見直しを進め、

一層の定着を

必要な見直しを進め、

一層の定着を

○県民局の設置（H17～18）

○東部圏域の再編（H20）

○本庁の局制導入（H21）

○県民局の設置（H17～18）

○東部圏域の再編（H20）

○本庁の局制導入（H21）

(1)大きな行政体制は完成

・工業技術センターと計量検定所との機能連携による、ものづくり支援の強化
→計量検定所の工業技術センター敷地内への移転（H23.4.1）

・本県農業後継者や指導者の養成に係る
教育環境の一層の充実
→農業大学校の「専修学校」への移行（H23.4.1）

・保健環境センターが、徳島保健所・製薬指導所の庁舎に
移転し、機能集約
→「保健衛生及び地域環境の危機管理拠点」の設置
（H23.4.1）

・看護学院、看護専門学校の統合
→県内最大規模の看護師等養成校
「県立総合看護学校」開校（H23.4.1）

大きな体制整備は完成、さらなる機能強化に向け改編を継続

県立総合看護学校

専修学校となる
農業大学校

(3)今後の主な組織改編等

保健衛生・地域環境管理
の拠点（徳島保健所庁舎）

・その他、テクノスクールの再編、あさひ学園「運営主体のあり方」検討 等

１ 時代を先取りする組織改革②
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1,061名
７８７名
（目標909名）

３９団体 ３０団体
（目標３２団体）

８１億円 実質４０億円
（目標４６億円）

▲９団体

▲２７４名
▲２５．８％

実質
▲４１億円
▲５０．５％

団 体 数

役職員数

県の関与
補助委託

７０６名

３６億円

Ｈ１６ Ｈ２１

▲８１名
▲１０．３％

▲４．５億円
▲１１．２％

全項目で目標を上回る見直しを実施
大幅な『経営のスリム化』を達成！

県民目線に立った『質的な改善』を推進
①公益法人改革への対応
②積極的情報公開の推進
③経営面からの更なる見直し

前「経営改善計画」（H17～21） 新たに次期「経営改善計画」策定
（H22～24）

Ｈ２４目標

①全団体の「公益法人改革」対応を完了！
②情報公開制度導入団体の拡充！
業務内容､契約の状況等､積極的な情報発信！

③「経営面からの更なる見直し」

２ 外郭団体の見直し ～更なる団体の自立に向けて～

県の施策の効果的な反映と県民サービスの向上へ

３ 行政委員の報酬制度のあり方（→資料）

◆初のＰＦＩ事業、「とくぎんトモニプラザ（青少年センター）」
→ Ｈ２２．４ リニューアルオープン

◆第２弾として、「農林水産総合技術支援センター」が申請受付中

→ Ｈ２５．４ オープン予定
◆第３弾は、今年度から、県営住宅での次世代集約化事業を計画

→ Ｈ２４年度着工を目指して推進中

◆１８年度から制度を導入し、現在４２施設
◆制度導入からの経費節減額 約２３億円
◆今年度、あわぎんホール（郷土文化会館）を始め
１１施設で更新手続
☆新しい提案による更なる県民サービスの向上
☆更なる経費削減効果

◆申請者の利便性向上と選定手続の透明性向上
☆募集期間 ≫１か月から２か月へ
☆選定委員会 ≫外部委員を過半数の割合に変更

文学書道館文学書道館

Ⅲ 「公共空間の担い手」づくり

アスティとくしまアスティとくしま

鳴門総合運動公園

来年4月に更新
される施設例

１ 官民協働による「新しい公共空間」の創造①

(1)指定管理者制度の導入

(2)ＰＦＩ事業の推進
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◆県の創意工夫と、県民のﾊﾟﾜｰ、ﾈｯﾄﾜｰｸを活かし、

協働による新しい公共ｻｰﾋﾞｽを展開

◇南海地震メモリアル

ライブラリー設置事業

※写真等を防災ｾﾝﾀｰで管理

H22 １５５事業

ゼロ予算事業

H19（制度発足初年度）７５事業

→ Ｈ２２ ２３５事業

県民スポンサー事業

◇スポンサー付き

道路照明灯事業

※電気料金を企業が負担し

引き替えに企業広告

H22 ２４事業

事業例

清掃作業

◇官民協働型維持管理

ｼｽﾃﾑ実証実験事業

※公共施設清掃作業で実験

H22 ５６事業

県民との協働推進事業

(3)｢とくしま“トクトク”事業｣の更なる推進～創意工夫の３本柱～

１ 官民協働による「新しい公共空間」の創造②

Ⅳ 「開かれた県政」づくり

◆「会議案内システム」の導入（H22.秋～）
・県庁玄関にその日の会議情報を掲載
→  来庁者の利便性を向上！

◆「農山漁村ポータルサイト」の公開（H22.7月～）
・県民に役立つ情報を、県と県民とが連携してつくりあげる
「農山漁村ポータルサイト」を構築・公開
・携帯でもアクセス可、誰でも手軽に情報発信が可能
→ 徳島の魅力発信力強化！

◆進化する「政策評価」（評価対象事業の拡大）
・「トクトク事業」を政策評価の対象に追加
・外部評価の対象事業を倍増 → 政策決定の透明化！

情報提供による「県民に開かれた県政」の推進

正面玄関エントランスに

モニターを設置

１ 情報提供の更なる徹底と県民との情報共有

サイトトップ画面イメージ
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Ⅴ 「能率の高い職場環境」づくり

◆全庁的な「業務・職場改善取組」の実施
｢業務改善取組｣に加え､｢コンプライアンス推進の取組｣も､
全職場でボトムアップで実施 → 職員提案制度の拡充

◆ 「業務・職場改善表彰」及び「事例発表会」の実施

「業務改善表彰」を「業務・職場改善表彰」に拡充し、

事例発表会を開催 →  改善取組の顕彰と全庁共有

◆ワーク・ライフ・バランスの推進
｢県特定事業主行動計画
(ほほえみ愛☆阿波っ子すくすくプログラム)｣を
改定→ 仕事と生活の調和

◆目標管理手法の導入

自己申告書に目標管理システムを導入 → 成果・実績に応じた評価

１ 職員の「モチベーション向上」と｢働きがいのある職場づくり｣

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 12月11月 2月 3月1月

運用開始

ファイルサーバ

新グループウエア

運用開始

電子決裁
文書管理システム

職員録
事務分掌表等

移行

試用・研修

設定

自治体
クラウド事業
（市町村HP等）

構築・実証
実験

公開

レンタカー
会議室予約等 新スケジューラ メール移行 携帯対応

文書
ライブラリ

22年度

◆全庁的な「業務棚卸し」の実施

全所属において「業務の総点検」を実施

時間短縮：約3.2万時間（職員約15人分）
経費節減：約４千万円
時間短縮：約4万時間（職員約20人分）
経費節減：約5千万円

12

自治体クラウド

２ ＩＣＴを活用した業務・システムの最適化

３ 業務の効率化に向けた取組

21年度 「総務事務システム」「オンライン・ストレージ・サービス」の導入で

職員約３６人分の省力化を実施

２２年度は、職員約３４人分の省力化

「ＩＣＴ」「ＩＣＴ」と「業務棚卸し」で、

トータル約105人分の省力化

20年度

21年度

大規模なデータセンター
仮想化技術を活用
開発環境を提供
汎用的なアプリケーションを提供
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Ⅵ 「飛躍する能力発揮の場」づくり

◆職種間交流の推進
・「事務・技術」の職制区分の撤廃により、

農業職や土木職等の職員の流動化を
促進 → 組織のさらなる活性化

◆女性の役付職員への登用

・意欲と能力のある女性職員の

係長以上の職への登用

→ プラン目標（200人）を達成
女性役付職員数及び比率

◆「とくしま人材能力開発センター」を新設(H22.4～)
・自治研修センターと総合教育センターの連携による新たな研修スタイルの創設
→ 行政職員の研修に教員が参加、互いの施設の有効活用 等

１ 「ひと」「もの」の能力を最大限発揮する工夫

42人
58人

82人

0

20

40

60

80

100

H20.4 H21.4 H22.4

交流職員数

◆「とくしま“人財”バンク」について新たな「官民協働の社会貢献システム」として

「とくしま“人財”バ「とくしま“人財”バ ンク」ンク」を設置（ H20.12月～運用）

①地域人材の活用
県審議会委員等の人材情報をデータベース化、
県立総合大学校人材登録システムの連携・活用

②県ＯＢの活用
県退職者及び企業・団体等の人材・求人情報を
データベース化、照合・紹介（一元的マッチング）

「とくしま“人財”バンク」

県退職予定者、地域リーダー、審議会委員等

情報登録

◆バンク登録者数
（県退職者） ３３５人
（内H21年度末退職者８０人）

◆紹介件数 ７８件
(内 訳)

・民間企業 ３
・外郭団体 ２４
・その他団体 ２７
・市町村 ５
・県（非常勤） １９

◆審議会などの民間人
委員を中心に拡充
登録者数 １８４人
（Ｈ２２．5時点）

２ 「とくしま“人財”バンク」について
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「未来創造プラン」達成に向け、

一丸となって「総仕上げ」へ

「未来創造プラン」達成に向け、

一丸となって「総仕上げ」へ


